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要　　約
　本稿の目的は，組織が活性化するための職場づくりに必要な組織市民行動を促す人材育成に
ついてキャリアステージによる違いがあるか否かを探索することである。本稿では，上司の
ソーシャル・サポートおよび OJT，経営者の行動とビジョンに焦点を当て研究を進めた。そし
て，若年層従業員および中堅層従業員とキャリアステージをわけて組織市民行動に及ぼす影響
に違いがあるか否かについて検討を行った。その結果，以下の４つの事実が明らかになった。
第一に，若年層従業員の経営者の行動とビジョンは組織市民行動の「愛他的行動」に正の有意
な傾向，組織市民行動の「スポーツマンシップ」に正の有意な影響を示した。第二に，中堅層
従業員のソーシャル・サポートおよび OJT は組織市民行動の「愛他的行動」に正の有意な影
響を示した。第三に，中堅層従業員の経営者の行動とビジョンは組織市民行動の「愛他的行動」
「スポーツマンシップ」に正の有意な影響を示した。第四に，若年層従業員および中堅層従業
員の２つの母集団間のパス係数において差の検定を行ったところ有意な差は確認できなかっ
た。この結果から，組織市民行動を促す人材育成においてキャリアステージの違いによる統計
学的な有意差は認められなかった。しかし，組織市民行動を促すためには若年層従業員および
中堅層従業員ともに経営者の行動とビジョンが，中堅層従業員にはソーシャル・サポートおよ
び OJT が影響を及ぼす一定の傾向を示唆した。
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人材育成
１．はじめに
　厚生労働省（2015）によると，組織が競争力を
更に高めるために今後強化すべき事項については
「人材の能力・資質を高める育成体系」（52.9％）
が最も高く，人材育成は企業経営上の重要な課題
となっている。労働政策研究・研修機構（2014）
が実施した人材マネジメントのあり方に関する調
査における人材育成上の課題をみると，若年層従
業員，中堅層従業員ともに「業務が多忙で，育成
の時間的余裕がない」「上長等の育成能力や指導
意識が不足している」「人材育成が計画的・体系
的に行われていない」と回答した企業が多く，比
較的中堅層従業員の課題であると回答した企業が
多かった。若年層従業員については「離職等で人
材育成投資が回収できない」と回答した企業が多
かった（労働政策研究・研修機構，2014）。この
ように組織が競争力を高めるために人材育成は重
要な課題とされる一方，上長等の育成能力や指導
意識の不足，計画的・体系的な人材育成がされて
いないのが現状である。これらの調査結果を鑑み
ると，企業の競争力を高め，組織を活性化させる
人材育成を上長等が実践するためには，人材育成
を行うことによる成果を明らかにしたうえで具体
的な育成方法を提言する必要があると考える。具
組織市民行動を促す上司の行動に関する探索的研究
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体的な育成方法を提言するためには，従業員の人
材育成をするうえで欠かせない存在である上長
等，いわゆる組織において部下のサポートや指導
を直接行う上司の行動が従業員の認知や行動にど
のように作用するのかを解明する必要があろう。
人材育成の成果が解明され，それらが所属組織や
チームに寄与することが明らかにされるのなら
ば，上司は人材育成に積極的に関与し，育成能力
や指導意識を向上させていくだろう。さらに，上
司の行動が従業員の認知や行動にどのように作用
するのかを年齢層別に明らかにすることにより，
従業員のキャリアステージに応じた計画的で体系
的な人材育成を実現できると考える。
　企業が競争力を高め，組織を活性化させるため
には，職務上の役割を遂行することはもちろんの
こと，職務上の役割外でも組織の従業員同士が助
けあい，組織のなかで良好な人間関係が保たれて
いる職場づくりが不可欠であろう。その職場づく
りのためには，従業員が職務上の役割として与え
られてはいないが，組織に貢献する行動を促進さ
せる人材育成が必要であると考える。一般的に
は，組織の中で命令をされなくても自主的に行動
し，仲間を助け，組織のために行動する人々の行
動を組織市民行動と呼ぶ（西田，2000a）。
　これまで組織市民行動については，上司の支援
行動（西田，2000a）や上司のソーシャル・サ
ポート（井川，2010；厨子，2010）が影響を及ぼ
すことが確認され，組織市民行動と上司のサポー
トとの関係に関連があることが解明されつつあ
る。また，高木（2003）は従業員が経営者の行動
とビジョンなどを明確に把握することにより，自
らの役割の範囲を広く認知し，そのことが組織コ
ミットメントを高め，組織市民行動をおこしやす
くさせることを示唆した。しかしながら，経営者
の行動とビジョンについては，組織の幹部や管理
職クラスの従業員でない限り，従業員ひとりひと
りに認知が行き届かないのが通常である。そのた
め，経営者の行動とビジョンを従業員に広く認知
させるためには，上司から部下に情報を発信する
行動が不可欠となろう。したがって，本稿では，
従業員の組織市民行動を促すうえで欠かせない上
司に焦点を当て，その中でも，ソーシャル・サ
ポートおよび OJT（On-the-JobTraining）といっ
た仕事内外における上司のサポートや指導，経営
者の行動とビジョンに着目する。加えて，将来に
渡って企業の競争力を高めていくためには，計画
的且つ体系的な人材育成を模索する必要がある。
その人材育成を検討するためには，上司の行動が
組織市民行動に及ぼす影響についてキャリアス
テージ別に検証していくことが重要となる。しか
しながら，従業員のキャリアステージによって上
司の行動が組織市民行動に及ぼす影響に違いかあ
るか否かについて先行研究では明らかにされてい
ない。よって，本稿では，上司のソーシャル・サ
ポートおよび OJT，経営者の行動とビジョンが
組織市民行動に及ぼす影響ついて，若年層従業員
および中堅層従業員と年齢層を分けて検証を行
う。そのことにより，上司の行動が組織市民行動
に及ぼす影響について，キャリアステージによっ
て違いがあるか否かを探索することを目的とする。
２．先行研究の検討
２ .１　組織活性化における組織市民行動の必要
性
　組織市民行動（organizationalcitizenshipbehavior：
OCB）とは「自由裁量的で，公式的な報酬体系
では直接的ないし明示的には認識されないもので
あるが，それが集積することで組織の効率的およ
び有効的機能を促進する個人的行動（Organ,
Podsakoff,&MacKenzie,2006， 上 田 訳，2007，
p.4）」である。言い換えると，組織市民行動は，
従業員が命令をされなくても自主的に行動し（西
田，2000a），組織の効率性や有効性を高めると考
えられている（Organetal,2006，上田訳，2007）。
そのため，組織市民行動を組織の従業員ひとりひ
とりが行うことにより，組織の従業員同士が助け
合い，人間関係が良好な職場づくりが実現できる
のではないかと考える。たとえば，組織のなかで
活気がない従業員を同僚が励ましたり，元気づけ
たりすることは職務上の役割として与えられては
いない。しかし，同僚の悩みごとや不安に気づ
き，配慮や援助をすることでネガティブな感情は
軽減し，その従業員は活気を取り戻す可能性があ
る。そして，従業員ひとりひとりが責任を持って
組織に参加し，関与することは，職務における生
産性が向上し，顧客の信頼や満足を得ることにも
つながるだろう。一方，組織市民行動をまったく
行わない従業員は，組織活性化の妨げとなるだろ
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う。たとえば，職務上の役割にのみ限定して働く
従業員は，明らかに組織に損失を与えるような失
敗をすることが予測される同僚や後輩の行動を目
にしたとしても，助言や指導を行わない可能性が
ある。また，自身の役割の認知を超えた会議や
ミーティングに参加を求められたとしても，その
従業員は積極的に関与しない可能性があり，組織
の競争力を高めることを阻むだろう。したがっ
て，従業員の組織市民行動を促進する人材育成は
組織の活性化や競争力を高めるうえで重要である
と言える。
　Organ（1988）は組織市民行動の下位次元につ
いて，愛他主義（altruism），誠実さ（conscientiousness），
スポーツマンシップ（sportsmanship），礼儀正し
さ（courtesy），市民の美徳（civicvirtue）の５
側面から構成されるとし，以下のように説明をし
た。愛他主義とは，組織に関連する仕事や問題を
持つ特定の他者を助ける効果がある任意の行動で
ある。誠実さとは，出勤や契約に従うなど，組織
の従業員が最低限のレベルをはるかに超えた特定
の役割行動である。スポーツマンシップとは，理
想的な環境でないことへの不平や些細な不満を言
わないことである。礼儀正しさとは，職務に関連
することについて事前連絡，情報伝達，相談，報
告などを他者に示す行動である。市民の美徳と
は，会議に出席したり，組織内のメールを確認し
たりするなど，社会生活に責任を持って参加や関
与し，配慮する行動である（Organ,1988）。本稿
においても，この組織市民行動の下位次元を調査
項目として採用し，研究を進めることとした。
２ . ２　ソーシャル・サポートおよびOJTと組
織市民行動に関するレビュー
　組織の人材育成において上司の存在は欠かせな
い。特に，組織市民行動を促す人材育成を実現す
るために，上司のソーシャル・サポートや OJT
は大きな役割を担うと考える。ソーシャル・サ
ポートとは「社会的支援：家族や友人など，ある
個人を取り巻くさまざまな人々から与えられる有
形・無形の支援（嶋，1991，p.440）」である。ま
た，House（1981）はソーシャル・サポートの種
類には，情緒的サポート（emotionalsupport），
手段的サポート（instrumentalsupport），情報
的サポート（informationalsupport），評価的サ
ポート（appraisalsupport）があるとした。具体
的には，情緒的サポートは共感，思いやり，愛と
信頼を提供することを含むサポートである。手段
的サポートは，仕事をするのを助けたり，世話を
したり，お金を貸したりするなどの直接的な行為
である。情報的サポートは，有用な情報や職業上
のまたは学問的な知識などを提供することであ
る。評価的サポートは，仕事ぶりを認めるなど，
暗黙的または明示的な評価を伝えることを含むサ
ポートである（House,1981）。本稿におけるソー
シャル・サポートは，上司が職場において部下に
対して行う情緒的サポート且つ上司の職務内容に
含まれていない無形の支援と定義する。
　 ま た，OJT（On-the-JobTraining） と は， 一
般的に「日常の業務に就きながら行われる教育訓
練で，訓練の担当者，教育担当者，期間及び内容
を具体的に定め，計画的に実施するもの（厚生労
働省，2010，p.2）」をいう。今野・佐藤（2009）
は OJT について「上司や先輩の指導のもとで，
職場で働きながら行われる訓練（今野・佐藤，
2009，p.112）」と定義し，本稿では一般的に用い
られている OJT というよりやや広い概念を想定
しており，今野・佐藤（2009）の定義を用いるこ
ととした。また，上述した OJT の定義から，
OJT はソーシャル・サポートと類似した行為が
含まれることが考えられる。具体的に，OJT は
職場で働きながら行われる訓練であることから，
仕事を手伝うなどの手段的サポート，情報提供を
行うなどの情報的サポート，仕事ぶりを認めるな
どの評価的サポートなどが含まれる。よって，本
稿では上司による OJT もソーシャル・サポート
に含むと捉えて研究を進める。
　ソーシャル・サポートは1970年代のアメリカに
おけるコミュニティ心理学や心理学の領域で特に
注目を集めた概念であり，これまでストレスを緩
和する効果があるとして研究がなされてきた（久
田，1987）。近年は国内外において組織における
上司のサポートと組織市民行動との関連を検討し
た研究がいくつかなされてきた。たとえば，Van
VanYperen,Berg&Willering（1999） は， オ ラ
ンダにある中規模貿易会社の従業員を対象に，上
司からサポートを受けていると感じている従業員
ほど組織市民行動をおこしやすいことを示唆し
た。Aryee,Budhwar&Chen（2002）は，イン
― 13 ―
ドにある公共機関の専任職員を対象に，上司への
信頼感は組織市民行動を促すことを示した。西田
（2000a）は国内の大手電機関連企業の管理職を対
象に，上司による支援行動が組織市民行動に影響
を及ぼすことを示した。井川（2010）は看護師・
介護士，厨子（2010）は介護士を対象に，上司の
ソーシャル・サポートが組織市民行動に影響を及
ぼすことを示した。これらの先行研究では，調査
対象について企業規模や職種がさまざまではある
が，組織における特に，上司のソーシャル・サ
ポートが従業員の組織市民行動を促す人材育成を
行ううえで重要であると言える。しかしながら，
上述したように人材育成上の課題には，計画的・
体系的に実施されていないことが挙げられてい
た。そのため，組織市民行動を促す人材育成を検
討するにあたり従業員のキャリアステージ別に検
証を重ねていく必要性が考えられるが，これまで
年齢層を分けて実証を行った研究はほとんどな
い。一部ではあるが，OJT の教育効果について
勤続年数別に検証を行った研究がなされている。
城戸（1981）は OJT の効果について勤続年数別
に検証を行った結果，入社〜勤続年数３年未満の
従業員では教育効果（OJT・QC サークル），勤
続年数３年以上〜８年未満の従業員では高次の欲
求（多様性のある仕事，達成感や成長の満足が得
られる仕事，組織やその個人にとって意義のある
仕事）を与えること，教育効果（OJT・QC サー
クル）が組織コミットメントに有効であることを
示した。しかし，勤続年数８年以上の従業員では
OJT の効果を示さなかった。これは，組織コミッ
トメントを成果変数とした分析結果ではあるが，
上司からのサポートや OJT の効果の違いについ
ては，従業員のキャリアステージが影響している
と考えられる。では，組織市民行動を成果変数と
したときに，上司からのサポートや OJT の効果
にキャリアステージによる違いがあるのだろう
か。これまでの先行研究において組織市民行動を
促進する人材育成を検討するにあたり，キャリア
ステージ別に影響に違いがあるか否かについての
検討はなされていない。したがって，本稿では，
人材育成の対象である従業員を若年層従業員およ
び中堅層従業員と年齢層によってキャリアステー
ジを分けて，上司のソーシャル・サポートおよび
OJT が組織市民行動に及ぼす影響について検討
を進めることとする。
２ . ３　経営者の行動とビジョンと組織市民行動
に関するレビュー
　組織のビジョンを明確化することは従業員の組
織市民行動を促す働きがあると考えられている。
Organetal（2006）は，ビジョンの明確化（集
団，作業単位，組織の将来の明確なビジョンと表
現を行うような上司の行動）は目標達成志向の活
動がより有意義で重要であるように思わせる働き
をすることで組織市民行動に影響を与えること，
従業員の役割を明確に理解することを助け，より
よい未来を期待する感覚を持たせることで従業員
を 動 機 づ け る こ と を 示 唆 し た（Organetal,
2006，上田訳，2007）。當間（2006）はビジョン
を「将来のあるべき姿を示すものである」と説明
し，「これは組織の将来の方向性を明確化すると
同時にその行動の範囲を暗黙のうちに規定するこ
とから一組織の秩序と混沌を創り出すものといえ
るであろう（當間，2006，p.80）」と述べた。こ
のように経営者の描く将来像であるビジョンは，
経営者のリーダーシップの中核をなすものである。
しかし，経営者がいくら良いビジョンを描いたと
しても組織の限られた従業員しか知らないのであ
れば，組織がその将来像に近づくことは難しい。
そこで，直属の上司（経営者・幹部を含む）から
組織の従業員に対して明確なビジョンを提示し，
従業員の共感を得ることで組織が一丸となって進
もうという気持ちになることが重要となる。その
経営者によるビジョンの提示とそれにもとづく指
示や施策そのものを本稿では行動と捉え，それら
を総称して「経営者の行動とビジョン」とする。
　組織市民行動の先行研究のなかに，組織におけ
る公正さの認知を規定因としたものがある。西田
（2000b）は国内の大手企業の従業員を対象に，
組織の公正性の「手続き的公正性」が組織市民行
動の「市民の美徳」に影響を及ぼすことを示し，
組織内のさまざまな手続きが公正に行われている
と認識している従業員は積極的に組織に参加する
ことを示唆した。従業員が所属組織からの手続き
が公正であると認知するためには，上司からの適
切なサポートだけでなく，経営者の行動とビジョ
ンを明確に理解することが必要となる。そのこと
により，従業員は組織の方向性，組織の目標や個
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人の評価を理解し，それが適切であるかどうかの
判断をするだろう。しかしながら，経営者の行動
やビジョンは幹部や役職クラスの従業員でない限
り，直接見たり聞いたりすることができないこと
も多く，通常は直属の上司から部下に情報を発信
する行動によって伝わる。その際，上司と部下と
の関係が良好であるほど，部下に対して経営者の
行動とビジョンがよく伝わり，従業員が理解する
機会も多くなるだろう。それらの上司の行動に
よって経営者の行動とビジョンは従業員に受け入
れられ，従業員は組織市民行動をおこしやすくな
ると考える。そのため，本稿では，経営者の行動
とビジョンについて，上司から部下に認知させる
よう情報を発信する行動が重要であると仮定し，
研究を進める。
　以上の先行研究からは，経営者の行動とビジョ
ンは従業員のキャリアステージに関係なく組織市
民行動を促す働きがあると考えられる。ところ
が，40代前半の中堅層従業員・中堅管理職を対象
に労働環境に関する面接調査を行った研究におい
て，羽岡（2002）は，仕事が多忙で目標レベルは
高くきびしい訓練や経験を積むことにやりがいを
感じる一方，会社の方向性が不明確なことへの不
満と組織側から明確なビジョンがなく自らの役割
が極めて曖昧であると回答を得た。この調査は１
つの例ではあるが，組織や職務に慣れ習熟度の高
い段階であるからこそ組織の方向性が明確でない
ことに不満を覚え，組織側からの明確なビジョン
の提示がないことで具体的な行動をおこせない中
堅層従業員は少なくないことが予想される。一
方，職務に十分に習熟しておらず学習段階にある
若年層従業員にとっては，組織経営そのものの理
解や組織の全体像を把握することがままならない
ため，経営者の行動やビジョンは組織市民行動に
大きな影響を与えない可能性がある。したがっ
て，経営者の行動とビジョンを認知することは，
特に，中堅層従業員の組織市民行動に影響を及ぼ
すものと考えられるが，実際にキャリアステージ
による影響の違いはあるのだろうか。本稿におい
ては，組織市民行動を促す上司の行動を検討する
にあたり，上司のソーシャル・サポートおよび
OJT に，経営者の行動とビジョンを加えて，組
織市民行動に及ぼす影響の違いについてキャリア
ステージを分けて検証を行うこととする。
３．調査方法
３ .１　調査の手続き
　調査は，広島県 A 社（サービス業を主とする
メーカーの子会社）に勤務する従業員を対象とし
た。調査期間は，2011年２月中旬−３月中旬であ
る。調査票は，A 社の人事部門担当者が各部門
に配布し，回収については調査票と一緒に配布し
た封筒に入れて封をし，上司を経由せず直接人事
部に返送するよう依頼した。調査対象は889名，
有効回答は827名（回収率：93.0％）であった。
有効回答者827名の個人属性は表１の通りである。
そのうち，本研究では幹部をのぞく若年層従業員
171名，中堅層従業員141名，計312名を対象とし
た。分析対象である312名の個人属性は，表２の
通りである。男女別の内訳は，男性210名，女性
101名，不明１名であった。雇用形態は，正社員
246名，契約社員14名，パートタイマー18名，出
向者11名，派遣社員23名であった。職務は７つに
分かれており，企画，事務，営業・販売，設計・
技術，技能，特殊Ⅰ（警備・消防），特務職Ⅱ
（集配やバスの運転手業務）である。若年層従業
員および中堅層従業員の定義は調査や研究により
さまざまではあるが，本稿では，18−39歳を若年
層従業員とし，40−49歳を中堅層従業員と設定し
た。若年層従業員である10代から30代の従業員に
関しては，職務に十分に習熟しておらず学習段階
であり，中堅層従業員である40代の従業員に関し
ては，組織や職務に慣れ後輩に仕事の指導を行う
ことも多くなるなど習熟度の高い段階であると考
えこのように区分した。50歳以上の従業員につい
ては人生経験もしくは勤続年数が長いため，役職
がなくとも若輩者にサポートや指導を行うことが
多くなると考え，対象から外すこととした。また，
各調査票の質問項目について，10個以上連続して
同じ番号を選択している回答者についても信頼性
の低い回答であると考え，分析対象から外した。
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３ . ２　調査項目
　調査票の内容は，個人属性として，従業員の性
別，年齢，等級，雇用形態を尋ね，以下に示す尺
度に含まれる質問項目を提示した。
⑴　組織市民行動に関する質問項目
　組織市民行動は，Podsako f f ,  MacKenz ie ,
Moorman,&Fetter（1990）で使用されている
「愛他主義」「誠実さ」「スポーツマンシップ」「市
民の美徳」「礼儀正しさ」に関する「不在だった
（休暇・出張などで）人の手助けをしている」「自
分の行動が，仕事仲間に与える影響を考慮してい
る」などの24項目から構成される。これらは「あ
てはまる（５点）」から「あてはまらない（１点）」
までのリッカート５点尺度で測定を行った。
⑵　ソーシャル・サポートおよびOJTに関する
質問項目
　ソーシャル・サポートは，小牧・田中（1993）
で使用されている上司からのソーシャル・サポー
ト（情緒的サポート）に関する項目を採用し，回
答者が理解しやすい文章になるよう榊原（2005）
を参考に修正を加えた。「上司は私が仕事のこと
で困っているとき相談にのってくれる」「上司は
私が落ち込んでいるとき励ましてくれる」などの
４項目から構成される。OJT は，榊原（2005）
および小牧・田中（1993）で使用されている「教
育訓練 OJT」に関するものを採用した。「上司は，
仕事上の課題を解決するのにやり方やコツを教え
てくれる」「上司は，課題解決のために専門知識
に関する情報を教えてくれる」など４項目から構
成される。これらは「あてはまる（５点）」から
「あてはまらない（１点）」までのリッカート５点
尺度で測定を行った。
⑶　経営者の行動とビジョンに関する質問項目
　経営者の行動とビジョンは，日本労働研究機構
（1999）で使用されている「ビジョン・経営者」
に関する項目を採用した。「会社のビジョンや経
営戦略が末端まで良く周知されている」「経営者
は業績に関連した情報を，可能な限り従業員に開
示している」などの６項目から構成される。これ
らは「あてはまる（５点）」から「あてはまらな
い（１点）」までのリッカート５点尺度で測定を
行った。
４．結果
４ .１　因子分析および信頼性の確認
　はじめに，若年層従業員および中堅層従業員の
２つの母集団のサンプルにおいて探索的因子分析
を行い，因子構造を確かめた。あわせて，それぞ
れの因子を構成している質問項目が２つのキャリ
アステージで共通するかを判断するため多母集団
表１　A社全従業員の個人属性
性別
男性 595
女性 226
不明 6
合計 827
年齢
18−29歳 92
30−39歳 154
40−49歳 221
50−59歳 201
60歳以上 149
不明 10
合計 827
雇用形態
正社員 458
契約社員 97
嘱託社員 45
パート 145
出向者 46
派遣社員 31
不明 5
合計 827
表２　調査対象者に関する個人属性
性別
男性 210
女性 101
不明 1
合計 312
年齢
18−29歳 70
30−39歳 101
40−49歳 141
合計 312
雇用形態
正社員 246
契約社員 14
嘱託社員 0
パート 18
出向者 11
派遣社員 23
不明 0
合計 312
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同時分析を行い，本研究の分析に使用できる因子
であるかを確認した。その他の尺度については，
α係数を算出し，信頼性の検討を行い，信頼性
の高い尺度について本分析において使用可能であ
ると判断した。
４ . ２　組織市民行動の因子分析結果
　まず，組織市民行動について因子分析を行った。
本研究では，Podsakoff,MacKenzie,Moorman,&
Fetter（1990）で使用されている「愛他主義」
「誠実さ」「スポーツマンシップ」「市民の美徳」
「礼儀正しさ」に関する24項目を採用しており，
これらの項目に対して探索的因子分析を行った。
MAP の値の変化は .0133，.0127，.0140，.0159…
となっており２因子構造が妥当であると判断し
た。そこで，２因子に固定し，最尤法，斜交回転
（プロマックス回転）を用いて因子分析を行った。
その結果，因子負荷量が .40未満である10項目を
外して，再度分析を行ったところ７回の反復で収
束した（表３）。第１因子は「仕事上の問題を抱
える同僚を，自ら進んで手伝うようにしている」
「仕事仲間が困らないように，事前に気を配って
いる」などの愛他主義の項目を中心とする９項目
であったため「愛他的行動」と命名した（α
＝.819）。第２因子は「ささいな事に対してくど
くど不平を言わないようにしている」「余計なこ
とは言わず，いつもてきぱきと動くように心がけ
ている」などの先行研究でも抽出された５項目で
あったため「スポーツマンシップ」と命名した
（α＝.687）。なお，「スポーツマンシップ」につ
いては，信頼性係数が .69に達していなかったも
のの先行研究ですでに抽出された下位次元である
ことを考慮して解釈可能であると判断した。
４ . ３　ソーシャル・サポートの因子分析結果
　次に，ソーシャル・サポートおよび OJT につ
いて因子分析を行った。本研究では，小牧・田中
（1993）で使用されている上司からのソーシャル・
サポート（情緒的サポート）に関する４項目，榊
原（2005）および小牧・田中（1993）で使用され
ている「教育訓練 OJT」に関する４項目のあわ
せて８項目に対して探索的因子分析を行った。
MAP の値の変化は .0369，.0681，.1095…となっ
ており１因子構造が妥当であると判断した。そこ
で，１因子に固定し，最尤法，斜交回転（プロ
マックス回転）を用いて因子分析を行ったところ
６回の反復で収束した（表４）。抽出された１因
子について内的整合性を確認するため信頼性係数
を算出した結果，α＝.889であったため，十分な
信頼性が確保されていると判断し採用した。
表３　組織市民行動の因子分析結果
項　　目 Factor1 Factor2 共通性
仕事上の問題を抱える同僚を，自ら進んで手伝うようにしている .769 -.023 .576
命令されなくても，（新入社員や異動したての）新人が職場に慣れるように手助けしている .734 -.090 .488
仕事仲間が困らないように，事前に気を配っている .641 -.001 .411
多くの仕事を抱えている人の手助けをしている .621 -.040 .365
不在だった（休暇・出張などで）人の手助けをしている .577 -.050 .309
周りにいる人たちに，喜んで手伝うようにしている .521 .125 .346
自分の行動が，仕事仲間に与える影響を考慮している .476 .054 .252
自分の行動が他の人の仕事にどのような影響を及ぼすかを常に考えている .463 .092 .261
命令されなくても，会社のイメージアップにつながる行事などに参加するようにしている .415 .089 .213
ささいな事に対してくどくど不平を言わないようにしている -.207 .703 .407
余計なことは言わず，いつもてきぱきと動くように心がけている .067 .606 .408
ささいなことを大げさに言わないようにしている .032 .503 .269
職場ではいつもおかしいと思う点よりも，よい面を見るようにしている .160 .463 .307
会社がやることのあらさがしをしないようにしている .160 .410 .253
因子寄与 3.627 2.266
α係数 .819 .687
因子間相関　Factor1 1.000 .446
Factor2 .446 1.000
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表４　ソーシャル・サポートおよびOJTの因子分析結果
項　　目 Factor1 共通性
上司は，仕事上の課題を解決するのに，やり方やコツを教えてくれる .823 .677
上司は，私が仕事のことで困っているとき，相談にのってくれる .770 .592
上司は，課題解決のために，専門知識に関する情報を教えてくれる .753 .567
上司は，自ら手本を示してくれる .751 .565
上司は，仕事の負担が重いときには手伝ってくれる .740 .548
上司は，私が落ち込んでいるとき，励ましてくれる .723 .523
上司は，私のことを買ってくれたり，高く評価してくれる .645 .416
上司は，私を気軽に食事に誘ってくれる .444 .197
因子寄与 4.086
α係数 .886
表５　経営者の行動とビジョンの因子分析結果
項　　目 Factor1 共通性
経営者は会社の置かれた状況を適切に把握している .851 .723
経営者は会社の運営や今後の計画について，従業員の意見を尊重している .807 .652
経営者は組織全体の業績がよくなるよう，常に努力している .802 .644
会社には明確で優れたビジョンや戦略がある .800 .640
会社のビジョンや経営戦略が末端まで良く周知されている .754 .569
経営者は業績に関連した情報を，可能な限り従業員に開示している .743 .552
因子寄与 3.780
α係数 .910
表６　多母集団同時因子分析（配置不変）の結果
尺度 下位因子 GFI AGFI CFI RMSEA
組織市民行動
愛他的行動 .914 .857 .896 .069
スポーツマンシップ .988 .964 1.000 .000
SS・OJT .941 .845 .933 .080
経営者の行動とビジョン .946 .874 .968 .080
４ . ４　経営者の行動とビジョンの因子分析結果
　続いて，経営者の行動とビジョンの因子分析を
行った。本研究では，日本労働研究機構（1999）
で使用されている「ビジョン・経営者」に関する
６項目に対して探索的因子分析を行った。MAP
の値の変化は .0546，.1183，.2228…となっており
１因子構造が妥当であると判断した。そこで，１
因子に固定し，最尤法，斜交回転（プロマックス
回転）を用いて因子分析を行ったところ４回の反
復で収束した（表５）。抽出された１因子につい
て内的整合性を確認するため信頼性係数を算出し
た結果，α＝ .910であったため，十分な信頼性
が確保されていると判断し採用した。
４ . ５　多母集団同時因子分析（配置不変）
　探索的因子分析の結果，示された尺度は若年層
従業員および中堅層従業員，２つの母集団の回答
に対して行ったものである。そのため，それぞれ
の因子を構成している質問項目がどちらの年齢層
にも同じように当てはまるかを確認する必要があ
る。そこで，探索的因子分析の結果をもとに
Amos19.0を使用し，多母集団同時因子分析（配
置不変）を行うことでどちらの年齢層にも当ては
まるかを確認した（表６）。その結果，いずれの
因子も GFI が .09以上，RMSEA が .10を下回り，
適合度が許容範囲内であるため，本研究の分析対
象として使用可能であると判断した。
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４ . ６　多母集団同時パス解析の結果
　続いて，本研究で設定したモデルに従って若年
層従業員および中堅層従業員のソーシャル・サ
ポートおよび OJT，経営者の行動とビジョンが
組織市民行動に及ぼす影響を検討するにあたり
Amos19.0を用いて多母集団同時パス解析を行っ
た。分析結果は，以下のとおりである。
　まず，若年層従業員については，経営者の行動
とビジョンから組織市民行動の「愛他的行動」に
有意な正の傾向，経営者の行動とビジョンから組
織市民行動の「スポーツマンシップ」に有意な正
の影響を示した（図１）。この結果から，若年層
従業員の経営者の行動やビジョンを認知させると
いった上司の行動が組織市民行動を促す効果が確
認された。しかし，若年層従業員のソーシャル・
サポートおよび OJT は，組織市民行動の下位次
元いずれにも有意な影響を示さず，ソーシャル・
サポートおよび OJT が組織市民行動を促す効果
は確認できなかった。
　中堅層従業員については，ソーシャル・サポー
トおよび OJT から組織市民行動の「愛他的行動」
に有意な正の影響を示した。また，経営者の行動
とビジョンから組織市民行動の「愛他主義」およ
び「スポーツマンシップ」に有意な正の影響を示
した（図２）。この結果から，中堅層従業員は
ソーシャル・サポートおよび OJT，経営者の行
動とビジョンを認知させるといった上司の行動が
組織市民行動を促す効果が確認できた。
４ . ７　パス係数の有意差の検定
　最後に，若年層従業員および中堅層従業員，２
つの母集団におけるパス係数に有意な差があるか
を確認するため検定を行った。各母集団における
パラメータ間の差に対する検定統計量を以下に示
す（表７）。これらの値は２つのパス係数の差異
を標準正規分布に変換した値であり，有意水準を
５％に設定する時，検定統計量が1.96以上あれば
２つのパス係数の間に有意な差が見られることを
意味する（小塩，2004）。しかし，本研究におい
てパス係数の有意差検定を行った結果，いずれの
パス係数においても有意な値を示さなかった。し
たがって，本研究のサンプル数で検出できる差は
認められず，若年層従業員および中堅層従業員の
パス係数に有意な差があるか否かについては判断
することができなかった。
図１　若年層従業員（18-39歳）の分析結果（標準化）
推定値
図２　中堅層従業員（40-49歳）の分析結果（標準化）
推定値
表７　パス係数の有意差検定
パス A1 A2 A3 A4
B1（SS・OJT →愛他的行動） 1.912 1.277 −0.473 0.672
B2（SS・OJT →スポーツマンシップ） 1.074 0.483 −1.132 −0.061
B4（経営者の行動とビジョン→スポーツマンシップ） 2.889 2.254 0.479 1.623
B3（経営者の行動とビジョン→愛他的行動） 1.946 1.271 −0.585 0.628
　　　　　A：若年層従業員，B：中堅層従業員
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５．考察
　本稿における分析結果は以下のように整理でき
る。第一に，上司が経営者の行動やビジョンを認
知させる行動は，若年層従業員の組織市民行動の
「愛他的行動」「スポーツマンシップ」を促進させ
ることを示した。本分析で用いた「愛他的行動」
は，組織に関連する仕事や問題を持つ他者を助け
る行動である（Organ,1988）「愛他主義」の５項
目すべてと，職務に関連することについて事前連
絡，情報伝達，相談，報告などを他者に示す行動
である（Organ,1988）「礼儀正しさ」の３項目，
社会生活に責任を持って参加や関与し，配慮する
行動である（Organ,1988）「市民の美徳」の１項
目で構成される。したがって，本稿における「愛
他的行動」とは，組織や仕事仲間のために自発的
に援助や配慮をする責任ある行動を示している。
上司が若年層従業員に経営者の行動とビジョンを
明確に示すことは，組織の方向性だけでなく，組
織における自らの立ち位置や役割を認知させやす
くなる可能性がある。そのため，組織に関連する
課題を抱えている同僚や後輩が近くにいるとき
に，どのような行動をとることが組織のためにな
るかなどの判断がしやすくなると考えられる。そ
のとき若年層従業員がとる行動は，結果的に組織
や仕事仲間のために自発的に援助や配慮をする責
任ある行動となると考えられる。また，若年層従
業員に対して，経営者の行動とビジョンを示すこ
とは，組織の方向性に賛同できない従業員に組織
からの早期離脱の機会を与えているとも言える。
これはある意味で経営者の従業員に対する誠意あ
る対応であり，組織の方向性に賛同して組織に留
まる者はその誠意ある行動にこたえようと組織に
対してスポーツマンシップのある行動をとるので
はないかと考える。Organ（1988）は「スポーツ
マンシップ」を理想的な環境でないことへの不平
や些細な不満を言わないことであるとした。近年
の新規学卒者においては，現実と理想のギャッ
プ，いわゆるリアリティショックを規定因として
早期離職することが先行研究において報告がなさ
れている（高橋，2006；佐藤，2007）。つまり，
若年層従業員に経営者の行動とビジョンを明確に
認知させることは，所属する組織が理想的な環境
ではないことに対して不満を言うことのない組織
に肯定的な人材を育成できるだけでなく，新規学
卒者入社後のリアリティショックを緩和する効果
も期待できる。はじめに労働政策研究・研修機構
（2014）が若年層従業員の人材育成上の課題とし
て挙げた離職等で人材育成投資が回収できないこ
とについても多少なりとも解決の糸口になる可能
性があろう。したがって，若年層従業員の組織市
民行動の「愛他的行動」「スポーツマンシップ」
を促すためには，経営者の行動とビジョンを組織
ないし直属の上司から組織での立ち位置や役割を
認知できるように分かりやすく示すことが重要で
あると言えよう。
　第二に，上司がソーシャル・サポートおよび
OJT を行うことは中堅層従業員の組織市民行動
の「愛他的行動」を促進させることを示した。こ
の結果は，上司のソーシャル・サポートが組織市
民行動に影響を及ぼすことを示した先行研究（井
川 ,2010；厨子，2010）と概ね同様な結果が得ら
れたと言える。Organ ら（2006）は，組織市民
行動の説明理論の１つとして社会的交換理論を用
いて，組織の参加者は「与えられる誘因の中に契
約上の約束以上のものがあると個人が評価した場
合には，その当人は，雇用契約で義務付けられた
貢献以上のことを何か行うことで『借りを返さな
ければならない』という義務を感じることになる
（Organetal,2006，上田訳，2007，p.63）」こと
を示唆した。これを職場にあてはめると，OJT
は「上司や先輩の指導のもとで，職場で働きなが
ら行われる訓練（今野・佐藤，2009，p.122）」で
あり，対価以上の支援を受けていると感じたと
き，部下である中堅層従業員は上司や組織に対し
て誠意のある態度や行動を示そうとして「愛他的
行動」をおこすと考えられる。よって，中堅層従
業員の組織市民行動の「愛他的行動」を促進する
ためには，上司からのソーシャル・サポートおよ
び OJT が有効であると言える。さらに，この結
果が示すことは，若年層従業員に対して上司がサ
ポートや OJT を行うことが将来的に，彼らの組
織市民行動を促す可能性があるということであ
る。本分析において，若年層従業員のソーシャ
ル・サポートおよび OJT は組織市民行動のいず
れの下位尺度にも有意な影響は確認できなかっ
た。しかしながら，中堅従業員のソーシャル・サ
ポートおよび OJT は組織市民行動に影響を示す
ことが確認できた。この２つの分析結果から，若
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年層従業員は組織や職務，自身の役割に関する認
知が低いため，上司からしてもらった支援を好意
的に受け入れることで，何かお返しができないか
と組織全体に対してではなく，上司だけにお返し
をしている可能性が考えられる。つまりは，若年
層従業員に対するソーシャル・サポートや OJT
を含む上司の行動は，10年後や20年後の組織に必
要な人材の育成につながることを意味する。よっ
て，若年層従業員に対しては長期的な視点を持っ
て仕事内外のサポートや OJT を実施することが，
企業の競争力を向上させ，組織を活性化させる戦
略的且つ計画的・体系的な人材育成の実現につな
がると言える。
　第三に，上司が経営者の行動やビジョンを認知
させる行動は，中堅層従業員の組織市民行動の
「愛他的行動」「スポーツマンシップ」を促進させ
ることを示した。中堅層従業員は，これまである
程度の長い期間，同じ組織に属しており，組織で
責任ある役割を任されている者も多い。Organ
etal（2006）はビジョンの明確化について目標達
成志向の活動がより有意義で重要であるように思
わせる働きをすることを示しており（Organet
al,2006，上田訳，2007），中堅層従業員は経営者
の行動とビジョンをより理解でき，それが納得で
きるものであればビジョンの実現に向けて努力す
ると考えられる。また，組織市民行動は，組織で
皆が気持ちよく働くための暗黙のルールのような
ものであり，組織の向かう方向や自らの役割が明
確であればこれらの行動もおこりやすいだろう。
中堅層従業員はよほどのことがない限り以後もそ
の組織に留まる可能性が高い。これからの人生を
預ける組織であれば，その組織が働きやすい場で
あるにこしたことはなく，そのために組織に貢献
しようと考えることは理解できる。そして，これ
からの人生を預ける場であるからこそ，中堅層従
業員にとって組織のリーダーシップの中核となる
経営者の行動やビジョンを明確に示してもらうこ
とが重要なのである。中堅層従業員はそれらを西
田（2000b）が示した組織における公正さとして
認知し，組織市民行動をおこしやすくなるのだろ
う。よって，中堅層従業員は経営者の行動とビ
ジョンを理解するほど組織市民行動をおこしやす
くなると言える。
　第四に，若年層従業員および中堅層従業員，２
つの母集団におけるパス係数に有意な差があるか
を確認するため検定を行ったが有意な差は確認で
きなかった。この結果は，本分析のサンプル数で
検出できる２つの母集団には差は認められず，若
年層従業員および中堅層従業員のパス係数に有意
な差があるのか否かについては判断できなかった
ことを示す。したがって，上述した分析結果につ
いては，組織市民行動を促す人材育成において
キャリアステージの違いによる統計学的な有意差
は認められなかったものの，キャリアステージの
違いによる一定の傾向を示唆したと言える。
　これらの考察をまとめると，企業の競争力を高
め，組織が活性化する職場づくりのためには，以
下の４点を結論づけることができよう。第一に，
若年層従業員に対しては長期的な人材育成の見通
しのもと上司が仕事内外のサポートや OJT を行
うことが重要である。第二に，組織や職務，自身
の役割に関する認知が低い若年層従業員でも理解
しやすいよう，上司が経営者の行動とビジョンを
示すことが必要である。第三に，中堅層従業員に
対して積極的に上司が仕事内外のサポートや
OJT を行うことが求められる。第四に，中堅層
従業員に対して役割や目標が明確になるよう，経
営者の行動とビジョンを示す必要がある。以上の
結論から，若年層従業員および中堅層従業員にお
いて目的や成果，キャリアステージの違いを意識
した上司のサポートや OJT，経営者の行動とビ
ジョンを明確に示す行動が重要であると言えよう。
　これまで上司の行動と組織市民行動との関連に
ついて検討した研究は多くなされてきた（VanVan
Yperen,Berg&Willering,1999；西田 ,2000a；
Aryee,Budhwar&Chen,2002）。また，上司の
ソーシャル・サポートと組織市民行動との関連に
ついても一定の関連が示されてきた（井川，
2010；厨子，2010）。しかしながら，従業員の
キャリアステージを年齢層でわけて，両者の影響
の違いについて検証した研究はなされてこなかっ
た。企業経営上の最も重要な課題とされる人材育
成において計画的且つ体系的な育成方法を模索す
るにあたり，ソーシャル・サポートおよび OJT
と組織市民行動の関連について，若年層従業員お
よび中堅層従業員を対象にキャリアステージによ
る影響の違いを示したことは，人材育成の実践に
おいて一つの貢献であると言える。また，これま
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でビジョンの明確化が組織市民行動に影響を及ぼ
す 可 能 性 が 示 唆 さ れ て き た が（Organetal,
2006，上田訳，2007），経営者の行動とビジョン
と組織市民行動との直接的な関連について検証し
た研究はなされてこなかった。本稿では，若年層
従業員および中堅層従業員ともに，経営者の行動
とビジョンが組織市民行動に影響を及ぼすことを
示した。今後，企業の競争力を高め，組織を活性
化するために，組織市民行動を促す上司の行動を
検討するにあたり，経営者の行動とビジョンの重
要性を示せたことは，人材育成分野の研究におい
て一つの貢献であると言えよう。
６．おわりに
　最後に，本稿の限界と課題について述べてお
く。第一に，本稿では若年層従業員を18−39歳，
中堅層従業員を40−49歳としたことである。組織
規模や業種によって習熟段階に違いがあり「若年
層従業員」や「中堅層従業員」という認識が異な
ると考えられ，従業員のキャリアステージに関す
る一般化が困難なことである。第二に，本稿で
は，さまざまな職種の従業員を一緒に分析したこ
とである。職種の違いは，昇進や昇給のスピード
やそれらの有無，組織に対する帰属意識などで違
いがあることが予想されるため，職種を限定した
調査の蓄積が必要となろう。第三に，調査対象を
１社に限定したことである。本稿で調査をした組
織においては，若年層従業員と中堅層従業員の結
果に違いが示され，考察を行った。しかし，これ
が他の組織でも有効であるかについては，改めて
検証する必要がある。第四に，若年層従業員およ
び中堅層従業員，２つの母集団においてパス係数
の有意な差が算出できなかったことである。これ
は，本分析におけるサンプル数が少ないことも影
響していると考えられる。そのため，母集団を増
やして検討していく必要があると考えられる。今
後，これらの課題について調査研究を進めてい
き，企業の競争力を高め，組織が活性化する人材
育成を提言するにあたり，より具体的で一般化さ
れた施策を検討していく必要があろう。
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